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所得再分配政策と公債政策

—再分配動学モデルによる検討ー一

前 田 純

目次

I はじめに

rr モデル

皿 所得と消費の動学分析

IV 分散の展開

v 変動係数の展開

VI おわりに

1 はじめに

政府が政策的に個人の所得に介入して（すなわち所得再分配政策によって）

ある経済社会内の富める人々と貧しい人々との間にある所得格差をできるだけ

小さくしていくということは，社会全体の所得の分布の平等性という見地から

重要な政策である。経済社会全体で所得を平準化していくことができれば，各

個人間の所得格差が少なくなり，所得面からみた平等性が実現されていくから

である見

しかし，単に個人の所得に政策的に介入するといっても，各個人の所得がど

のような収入項目から構成されているかによって政策の内容が検討されなけれ

ばならない。また，一時的な効果をねらって所得再分配政策を施行するのか，

それともある程度のタイム・スパンを前提として再分配政策を施行するのか，

ということもまず最初に検討されなければならないことである。

また，所得再分配政策を実施するということは，政府による移転支出を各個
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人に対して行なうということにであるが，その際の移転支出のための財源を政

府がどのようにして確保するかということも重要な問題である。

本稿では以上のような所得再分配政策に関する問題に対して，以下のような

仮定を設けながら， 再分配政策について検討していこう。（なお仮定の具体的

な形については第II節で述べる。）

まず各個人の所得がどのような収入項目から構成されているかについては，

大きく二つの項目を考える。一つは稼得所得（労働による所得）であり，もう

一つは相続所得（親からの遺産）である。ここで，各個人を別個に取り上げれ

ば，稼得所得の大小，相続所得の大小はあるのだが叫項目としてはこの二つ

を考えておく。

次に所得再分配政策のタイム・スパンについてであるが，本稿では一時的な

再分配政策は考えないで，何世代にもわたる形での再分配政策を考える。つま

り，再分配政策の一時的な効果を検討するのではなく，長期的な効果を検討す

るのである。言い換えれば，時間の進行に伴って所得の分布が再分配政策の効

果によりどう変化していくかを見ていく。

最後に政府の移転支出のための財源に関する問題についてであるが，政府の

財政収入として次の三つを考えよう。一つは比例所得税による税収，一つは比

例相続税による税収，そしてもう一つは公債発行による収入である。特に公債

発行については，沼税収によって賄えない部分を公債発行によって賄うものとす

る3)。

以上のような仮定のもとで，再分配政策の効果について検討していくが，そ

の際に効果の指標としては，先に定義した所得に関する分散と変動係数を用い

る。分散とは変数のばらつきの大きさを示す測度であるから，再分配政策によ

って所得の分散がどう変化するかは，重要な政策指標となる。また変動係数と

は分布の広がりの幅を分布の中心位置に対する相対比として表わしたものなの

で，分散と同様重要な政策指標となる。

再分配政策の効果として，分散や変動係数が小さくなっていけば，所得分布

の不平等性が小さくなっていくわけで，この分散，変動係数の動きに注目する

ことが本稿のねらいである。
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この分散，変動係数の動きに関する最近の研究としては， Davies& Kuhn 

〔4〕によるものがあるが， 彼らは均衡財政政策を前提として分析を行ない財

政赤字（公債発行）については考慮していない。したがって変動する変数が所

得のみになっているが化 本稿では財政赤字を含めて考察を進めていくので変

動する変数が所得と消費の二つになっている。

注

1) 本稿では「平等性」の尺度として所得の分布の大小にのみ焦点をあてていく。

2) 本稿では各個人のもつ効用関数については同質的と考えているが，所得については

同質的でないと考えている。詳しくは第II節参照。

3) 政府には移転支出の目標額があり，これにあわせて税収で賄えない部分を公債発行

によって補うと仮定する。

4) 文献〔4〕を参照。

n モデル

この節では分析に用いるモデルを紹介しよう。モデルに用いる仮定は以下の

ようにおく。

まず本稿で検討する経済社会は次のような社会である。

仮定 I 経済社会は総人口 n人によって構成されており，人口成長はないも

のと考える。

仮定II 各個人は一期間生存し，一人の子供を残す。つまり無性的1) に世代

が連鎖していると仮定する。

次に経済社会内の各個人については次のような仮定をおく。

仮定ill t期における個人 (t世代の個人）は収入として稼得所得， Et,と

相続所得， Iいがありその収入を生涯消費， Ct,と子供への遺産，

Bt, に充当する。

Lt=恥 十It=Ct +Bt 

Lt : 生涯所得

仮定IV 親とその子供は次の遺産行動式によってリンクしている。

(1) 
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It =rBt-1 (2) 

r:1十利子率；利子率は所与と考える。

仮定V t世代の個人の稼得所得は次式によって決定される。

恥=(l -v)E+vEt-1 +ut (3) 

上式において Eは E tの平均値， Ut は撹乱項， V はバラメーター (VE

(O, 1))である。ここで E,Ut は次のように定義する。

E二恥の平均値で各期について同じ値をもつ。

Ut芋独立同一分布をもつ撹乱項である。

なお恥の分布の大きさは時間を通じて一定であり，有限の分散， V (E), を

もつと仮定する。

政府の行動様式については以下のように仮定する。

仮定VI 政府は恥に比例所得税率， a' の税金を課し， ItとrDt-1には

比例相続税率， b'の税金をそれぞれ課す。また一人当たり移転支

出の政策目標， Gt, があり，税収で賄えない部分は公債を発行し

て賄うのだが，その際に発行した公債は一人当たり Dの額を強制的

に政府が買わせるものとする。2)

すなわち政府の予算制約式は以下のようになる。

G← aEげ blt+ Dt -rbDt-1 

凡：平均稼得所得， It: 平均相続所得

仮定別 税率については次の五つのケースを政府は考えている。

Ci) a=b 

(ii) a<b 

(iii) a>b 

(iv) a>O, b=O 

(V) a=O, b>O 

(4) 

仮定VI,仮定別を用いると t世代の個人の予算制約は(1)より以下のように

なる。

Lt=(l-a)Eけ (1-b)Iげ Gt+(l-b)rD←1-Dt (5) 

(5)式の右辺第 4項は親が買った公債の償還をその子供が受けている部分であ
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る。すなわち，公債も債券遺産の形で相続所得となっている。ただし It とは

別のものと考える 3)。

(4), (5)より

Lt=恥十It+rDt-1 (6) 

以上で準備が整ったので，まず t世代の個人の最大化問題について考察しよ

う。そのために個人の効用関数を次のように仮定する。

仮定珊 t世代の各個人はみな次のような効用関数をもつ。

U t = U t (Ct, Lt+1) = alogCt +/3logLt+1, a +/3=1, a>o, 13>0 

すなわち，各個人は自分の生涯消費と子供の生涯所得を独立変数として効用を

最大化するように行動するのである。この最大化問題の制約条件は(2), (5) 

より次のようになる。

1 1 Ct-1 +-;:;-(Lt+ Dt -i'Dt-1) =Lt-1 +----::;--Lt==Zt 
r r 

(7) 

r =r(l-b),Lt = (1-a)Eげ Gt

よって最大化問題は次のように書ける。

max U t (Ct,Lt+1) =alogCけ (3logLt+1
Ct,Lt+l 

1 s・t Ct-1 +-;;-(Lt +Dt -fDt-1) =Lt-1 + 1 
r 了しt

ところが子供の所得， Lt+l,については期待値としてしか予測することがで

きない。そこで Lt+l, について(5)より次式のようにおく。

Lt+1= (1-a)Et+1 + (1-b)It+1 +Gt+1 +fDt -Dt+1 

上式に(1), (2)を代入して次式る得る。

Lt+1= (1-a)Et+1 +r(Lt -Ct) +Gt+1 +fDt -Dt+1 

Et+1:t+l期に実現される期待値。 Gt+l,Dt+lも同様。

(7), (8)より最大化問題は次のように修正される。

maxU t (Ct,Lt+1) =a log Cげ{,log Lt+1 

Ct, Lt, Dt 

s・t (7), (8) 

この最大化問題を解くことによって次式が得られる。

(8) 
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Ct=竺Lt+l
(3r 
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ただし Lt+1は (8)によって決定される期待値。

Dt=D 

D は政府の決定変数。詳しくは注1)参照。

Lt =f(Zt -Ct-1)-D+fDt-l 

(9) 

(10) 

(11) 

(9)を(7)へ代入して次式を得る。

a+~ 
af ―-Ct=-C曰＋い+-½-(1-a)凡 +tら＋誓い+Dt-1 . (12) 

EAt+1 = (l -a)Et+1 +Gt+1-D口；この項は期待値をあつめた項。

(4)へ(1), (6), (9)を代入して次式を得る。

a+~- - 1 
-Ct-L← rbCt-1-rbLt-1-aEt +-;:;-EAt+1 +rbD曰 +Gt . (13) 
a r 

なお釦の項は定数とみなされる見

(12), (13)の二本の定差方程式が Ct と Lt の動きを決定するので，この

二本の定差方程式を以下の分析のベースとしよう。次節では(12), (13)をもと

にして，まず体系の安定条件を求める。そして，その安定条件が満たされてい

ると仮定しながら，所得の分布に関する分析へと進んでいこう。

注

1) 文献〔4〕においては「Asexual」と形容されている。

2) これは最大化問題の解において LtとDtが無差別になるためである。このことは

仮定珊以下の最大化問題を解いてやれば分かることだが， Ctはある水準に決定され

る。

ところが Ltと恥は最大化問題の予算制約によって，傾きが一 1の制約線上のどこ

｀かで決定きれる。どこかとは効用関数との交点のことであるが，次式のように効用関

数の傾きも 1になってしまう。

aut 肛

a恥 Lt+l
= - = -1  

aut 餌

aLt Lt+1 

ここで Lt+1は(8)によって決定される変数。

すなわち効用関数と予算制約が完全に一致してしまい恥と Ltが無差別になってしま

うのである。
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-----効用関数

一予算制約

. Dt 

これでは恥も Ltも決定されないので，政府が政策的に Dtを決定してやるように仮

定している。

3) Itの内容としては現物の相続（たとえば家など）を仮定する。

4) 政府によって外生的に与えられているからである。

皿 所得と消費の動学分析

この節では，平均生涯消費， Ct,および平均生涯所得， Lt,が政策の効果に

よってどのような動きをするのかについて検討しよう。

(12)と(13)を用いて Ltと Ctについての連立定差方程式を以下の

行列の形に書く。

―a+(, ― -ct- ―ー1 1― -ct-1――1-a 1―芯―ー 。--=-ar r r 
. = + 

a+(, 
_----;;- -l _ _Lt_ _rb rb_ _Lt-1_ _ -a l_ _Gし

―1 ― -EAt+l-
-2 r 1 

+ 1 (14) 

-=-rb r __  Dt-1 _ 

-a+(3 ― 

ar ゜(14)を整理するために左辺の行列 の逆行列を求めて， (14)の両辺
a+(3 

-1 
a 

に左側から掛けると次式を得る。

ーー：：~=―-予予rー：□□ra~;t a:~J 1::_ 
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- a af― -EAt+l-
+ (a+ fi)f a+ fi (15) 

_ 0 f-rb __ Dt-1 _ 

(15)は Ltと Ctの動きを表した行列である。

この節では Lt,Ctの動きについて分析したいのだが， Lt,Ctが発散して

しまっては分析を進めることができない。よって(15)より Lt,Ctの動きが安

定的になるための条件をまず求めてこう。その条件とは(15)の右辺第 1項の行

列の固有値が絶対値において 1より小となることである。そこで，まず(15)の

右辺第 1項の行列の固有値を求めてやろう。

(15)の右辺第 1項の固有値を入とおいて次式より入を求めてやる。

af af 
--―—入
a+/3 a+/3 =O 

-r r-.il 

(16)より次式を得る。

炉＋（ご¢―r).il=O

よって入は次のようになる。

入=O,.il=r--af 
a+/3 

(16) 

(17) 

Lt, Ctが安定的となるためには， lxl<Iでなければならないので 1x1<1を

仮定して(17)を整理すると次式を得る。 1)

b<-½-{1+ (1ヅ} (18) 

(18)が体系が安定的となるための条件式である。この(18)式を以下において仮

定しながら分析を進めていくことにする。

体系が安定であるための条件が出てきたので， ここからは Ltの定常解を

L*, Ct の定常解を C*とおいて，定常状態での政策の効果について調べてい

こう。 Lt=Lt-1 =L*, Ct =Ct-1=C*とおくと (15)より以下の二式が得られ

る。

C*=コ梵＊＋立L*+a(l-a)臥+ a 釦
a+fi・a+fi a+fi a+a 

＋ 
・a 

(a+ fi)r 
_EAt+1+ af 

a+fi 
Dt-1 
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L*= -rC*+rL*+凡+(f-rb)Dt-1 

上二式を用いて L*,C*について整理すると次式を得る。

C*= af(l-r) 
(1-r) {a(l +f) + (3} +arr 1-r . } 

{- r X+Y +X (19) 

L*= (l-r){a(l+f)+/3} {- r 
(1-r){a(l+f)+fi}+arf 1-r 

X+ Y} (20) 

a(l-a) - a a 
X= 

a(l +f) + (3 
恥+ Gげ

a(l+f)+/3 f{a(l+f)+/3} 
EAt+l 

+.' ar 
<:X.q+f)+(3 

Dt-1 

1 - , f-rb 
Y=-—恥+ Dt-1 

1-r 1-r 

では(19), (20)をもとにして政策の効果について検討していこう。 まず所

得税率， a, の変動による効果をみるために(19), (20)をaで偏微分してみる。

空＝―arr { -a Et- a -
aa (1-r){a(l+f)+(3}+arf a(l+f)+/3 f{a(l+f)+/3} 

Et+l 

Et+l } + { -a Et a -
a(l +f) + (3 f {a(l +f) + (3} } 

(19)' 

歪＝―r{a(l + f) + (3} { -a 
Et一

a 

aa (1-r){a(l+f)+(3}+arf a(l+f)+/3 f{a(l+f)+,B}Et+i} 

(20)' 

(19)', (20)'だけではaの変動の効果が，正か負かはっきりわからないので次

のようなバラメーター制約をおいてみよう。

A= (1-r}{a(l + f) +,8} +arrとおいて以下のような制約を想定する。

く制約 1〉 A>。
く制約 2〉 A<  0 

く制約 2〉が満たされるとき， (19)'は負となり， (20)'についても負とな

る。

次に bの変動による効果をみてみよう。 (19),(20)をbで偏微分すると次の

二式が得られる。

和* ar(r-1) [(1-r) {a(l +f) + /3} +arr]+巫r(l-r)f
＝ 

ob [(1-r){a(l+f)+(3}+arf]2 

x {-r X+ y} + . af(l-r) 
1-r (1-r){a(l+r)+f3}+arf 

X {-r oX+叫+ax
1-r祁函面

(19)" 
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ax 砧r(l-a) - ar = E叶 Gt 
ob {a(l+r)+/1} {a(l+r)+(1}2 

＋ 
ar{a(1 +f) +/1} +屈rf

秤{a(l+ r) + (1}2 EAt+l 

-ar {a(l + f) + fi} +炉rf
{a(l +f) + (1}2 

ay 2r 
＝ 

ab r-1 
Dt-1 

Dt-1 

oL* 
＝ 
ar(r-1) [(1-r) {a(l + f) + fi} +arr]+ (1-r) {a(l +f) + (1}ar 

ob [ (1-r) {a(l + f) + (1} +arr]2 

x{-r X+Y}+ (l-r){a(l+r)+/1} 
1-r (1-r){a(l+f)+(1}+arf 

x{ーエ墜＋匹
1-r ob ob 

(20)8 

(19)8の符号はどうであろうか。 (19)"についてはパラメーターに色々と制

約を加えてやらなければ符号が確定できないようである。

(20)"全体としての符号も，やはり不確定である。

この節で得られた結果についてまとめておこう。所得税率， a,の変更によ

る効果は以下のようである。

A<Oならば，
oL* -―<O, 

oC* 
oa oa 

<O。

相続税率， b, の変更による効果についてはも不確定である。

注

1) これは相続税率に関する制約であるが，政府は，この制約を前提として政策を施行

するものとする。

IV 分散の展開

この節では生涯所得， Lいの分散がどのような動学方程式で表わされるかを

検討し，政策の効果について検討してみよう 1)。

まず(7)に(4)を代入して次式を得る。

Lt =fLt-1 + (1-a)Et +aEt + bit -fCt-1 +fDt-1-rbDt-1 (21) 

(11)の両辺の平均をとれば次式を得る。

Lt=fL← 1+Et+bit-fCt-1+r(1~2b)Dt-1· ・(21)' 
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(21)-(21)' より次式を得る。

Lt一Lt=f(Lt-1-Lt-1) + (1-a) (Et -Et)-r(Ct-1-Ct-1) 

+f(Dt-1-Dt-1) 
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(22) 

(22)の両辺を 2乗して， その後n人分合計したあと nで割れば2),以下のよう

な生涯所得， Lいの分散に関する定差方程式が得られる。

V(Lt)=秤V(Lt-1)+ (1-a)2V(Et) +秤V(Ct-1)

+2r (l-a)Cov(Lt-1,Et)-2r2Cov(Lt-1,Ct-1) 

-2f(l-a)Cov(Et,Ct-1) (23) 

V(Lt) : Ltの分散， Cov(A,B):AとBの共分散。

(23)をもとにして生涯所得の分散の動学経路について分析を進めたいのだが，

(23)の右辺の中にある共分散の項についてそれぞれ形を明示してやらなければ

分析を進めることができない。

そこで一つずつ求めてやると以下のようになる3)。

Cov (Lt-1,Et) =v臼）t-1Cov(L。,E。)
a+{3 

＋ 
(1-a) {(1 +rv)a+rv/3} 

a+ (l-rv)/3 
V(E) 

Cov(Et,Ct-1) =~[ (竺色『―1Cov(L。,E。)
a+(3 a+(3 

＋ 

＋ 

(1-a) {(1 +fv)a+fv/3} 
fv {a+ (1-fv) (3} 

a(l-a) 
(a+(3)fv 

V(E) 

V(E)] 

Cov(L← 1,C← 1)=叶fiV(Lt-1)

a(l-a)v a fv(3 t 
+ (a+(3)f [a+(3 {(a+(3) Cov(L。,E。)

(24) 

(25) 

(l-a){(l+fv)a+fv/3} } a(l-a) 
+ fv{a+ (1...:...fv)/3 V(E) + (a+ (3)fv V(E)] 

(26) 

V(Ct-1) = a [ a V(Lt-1) +巫v(l-a){(叫 t-1
a+(, a+(, f(a+ (3)2 a+ f3 

Cov(L。,E。)

(1-a) { (1 + fv)a+ fv(,} 巫(1-a)2
+ V(E)} + 

fv{a+ (1-fv)f,} 秤(a+(3)2 嘔）］
a(l-a)v a fv(, t 

+ (a+ f,)f [a+』{C+/3)Cov(L。,E。)
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＋ 
(1-a) {(1 +fv)a+fv/3} 

fv{a+ (l-fv)/3} 
V(E)} + a(l-a) 

(a+ (3)fv 
V(E)] (27) 

(24),..._,(27)を用いると (23)は次のように変形することができる。

専 2
V(Lt) = V(L叫+(1 -a)V(Et) 

(a+ (3)2 

＋叶(27)の右辺ー（叶）2V(Lt-1)} 

誓 (1-a)X (24)-2四{(26)の右辺ー：V(L心｝
-2f(l-a) X (25) . (28) 

(28)は生涯所得， Lいの分散に関する一階の定差方程式である。以下(28)式を

もとにして分散の動きについて検討しよう。 (28)式は安定的であることは明

らかである。そこで V(Lt)の定常解を V (L*) とおく。以上のことから(28)

は次のようになる。

V(L*)= 
(a+ (3)2 

(a+訊）2ー専2[Cl-a)V(E) 

＋ 
af2 {砧v(l-a). (1-a){(l +rv)a+fv/3} 
a+ (3 f (a+ (3)2 fv {a+ (l -fv)/3} 

V(E) 

＋巫(1-a)2V(E)}+ a(l-a)v. (1-a) {(1 +fv)a+fv/3} 
叫＋防 (a+(3)f fv{a+(l-fv)/3} 

xV(E)+ (悶t覧）2V(E) 

+2f(l-a) 
(1-a) {(1 +fv)a+fv/3} 

a+ (l-fv)/3 
V(E) 

-2f2 
a(l-a)v (1-a) {(1 +fv)a+fv/3} a 

(a+(3)f fv{a+(l-fv)/3} a+/3 
V(E) 

-2r2(a(l-a)r 
(a+ (3)f 

(VE) 

-2f(l-a)-—• a (1-a) {(1 +fv)a+fv/3} 

a+f3 fv{a+(l-fv)/3} 
V(E) 

-2f(l-a)己嘉V(E)] (29) 

では(29)をもとにして政策の効果を検討してみよう。

まず(29)を aについて偏微分すると次のようになる。

aV(L*に (a+f3)2 [-1十竺｛ 玉 v
aa (a+ [3)2-f知 a+f3 f (a+ (3)2 

X (1-a) {(1 +fv)a+fv/3} 砧v(l-a). -{(1 +fv)a+fv/3} 
＋ 

fv{a+ (l-fv)/3} f(a+f3)2 fv{a+ (l-fv)/3} } 

＋ 
-2砧(1-a)
f(a+ (3)2 
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+ (1 _ 2ar2 _ 2r{a+ (l-rv)/3}) { -a 
a+ (3 v{(l +rv)a+fv/3} (a+ (3)f 
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X 
(1-a) {(1 +rv)a+fv/3} a(l-a) . -{(1 +fv)a+fv8} 

叫+(l~fv)/3}•·(a+(3)f f{a+(l-rv)/3}} 

+(1-2的
-2a(l-a) 
(a+ (3)宇

+a(rv-l)+fv/3. -4r(l-a){(l+rv)a+rv(3} 
(a+(3)fv a+(l-fv)/3 ] 

V(E) 

(30) 

(30)については以下のパラメーター制約が満たされるとき符号が決定される。

く制約 3〉 (a+(3)2-f知>O,a+ (1-fv)(3>0, 

1 
2ar2 2r{a+(l-rv)(3} 

a+(3 v{(l +rv)a+fv/3} 
>O, 

1-2花>0,a(fv-1) +rv(3>0. 

が満たされるとき(30)の符号は負。

く制約 4〉 (a+(3)2-f甲<O,a+ (1.:_fv)(3>0・, 

1 
2迂 2 2f {a+ (l-fv)/3} 
a+(3 v{(l +rv)a+rv/3} 

>O 

1-2r2>0, a(fv-1) +rv(3>0. 

が満たされるとき (30)の符号は正。

次に (29)をbについて偏微分したとき符号がどう決定されるかを確かめた

いのだが， (29)式があまりに複雑な形をしているため， かなりのパラメータ

ーの制約を想定しなければ符号は確定されないようである。

よって， (29)をbについて偏微分するケースについては取扱わないことに

しよう。

以上の分析から，分散については次のようにまとめることができる。

く制約 3〉 をみたす経済環境にある場合には， 比例所得税率を増加させる政

策は， 定常所得分散を減少させる効果がある。逆にく制約 4〉をみたす経済環

境にある場合には定常所得分散を増加させる効果があることがわかる。 した

がって定常所得分散に対する政策効果は，＜制約 3〉をみたす経済環境の場合

には，本稿での平等性の基準に対してプラスに作用しているのである。もち

ろん， ＜制約4〉をみたす経済環境の場合には全く逆の結果を生じるので，定

常所得の分析の場合と同様に，分散の動きも実にデリケートであるといえるだ
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ろう。

注

1) 分散の動学方程式の導出に関しては文献[3]を参考にしている。

2) 分散を求める手続きである。

3) (24)については以下のような手続きで求めている。 (22)の両辺に (Et+1-Et+1)を

掛けて整理すると次式を得る。

(Lt -Lt) (Et+1-Et+1) =f (Lt-1-Lt-1) (Et+1-Et+1) 

+ (1-a) (Et -Et) (Et +1 -Et +1) 

-r(Ct-1-Ct-1) (Et+1-Et+1) 

+r (Dt-1-Dt-1) (Et+1....:. Et+1) 

よって次式を得る。

Cov(Lt,Et+1) =fCov(Lt-1,Et+i) + (1-a)Cov(Et,Et+1) 

-rCov(Ct-1,Et+1) 

このような手続きを(22)の他,(7), (8), (9)などに施してそれぞれ求めていくのである。

以下,(25), (26), (27)についても同様である。なお仮定Vより Et+1-Et+1=v(Et一

Et)となることを用いている。

v 変動係数の展開

この節では生涯所得， Lいの変動係数に関して分析してみよう。ただし前節

までのように動学方程式を導出して，それから分析を進めるのではなく，はじ

めから定常変動係数について考察する。というのは定常変動係数が以下のよう

に定義できるからである。

CV(L*)= 
i/V (L*) 

L* 
(31) 

CV(L*) : Ltの定常変動係数

(31)式において， V(L*) に関しては既に第IV節で検討しているし， L*につい

ては第皿節で既に検討している。したがって変動係数に関する動学方程式を導

出して安定性を検討するまでもなく， (31)の定常変動係数を得ることができる

のである。

では(31)式をもとにして政策の効果を検討してみよう。第皿節，第IV節の分

析より，以下のことが示された。
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① く制約 2〉がみたされるならば，

a↑ → [*↓． 

② く制約 3〉がみたされるならば，

a↑ → V(L*)↓． 

⑧ く制約 4〉がみたされるならば，

a↑ → V(L*)↑． 

以上のことより変動係数については次のことのみが示される。

＜稼得所得税率のみを変更する場合の政策効果〉

く制約 2〉がみたされ，かつく制約 4〉がみたされるならば，

所得の定常変動係数は大きくなる。
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相続所得税率を変更すると，定常平均所得の動きが不確定になるため，政策効

果は不確定になってしまう。

VI おわり に

本稿の分析によって得られた結果についてここで整理してみよう。本稿では

政府が公債を発行して赤字財政のもとで所得再分配政策を行なった場合，経済

社会の各個人の生涯所得の分散，変動係数がどのように時間とともに変化して

いくかを検討してきた。そして以下の結果を得ることができた。まず分散につ

いては政策変数（稼得所得税率）の変更によって，ある経済環境のもとでは，

定常分散が増加するケースと減少するケースの両極端なケースに分かれること

が明らかとなった。このことは定常分散が，いかにデリケートな変数となって

いるかを示している。本稿のモデルにおいては遺産行動と公債政策が共存して

いるのだが，この二つの要因が定常分散のデリケートな側面を構成しているの

である。というのは以下のような理由からである。遺産行動は，富める人は子

孫により多くの相続財産を残し，貧しい人はより少ない相続財産しか子孫に残

さないという側面をもっているのだが，このことが再分配政策の所得分布縮小

効果をある程度相殺しているといえる。その一方で，本稿で想定した公債購入

行動は，経済社会の各個人が同じ額の公債を政府によって強制的に購入させら
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れるものであった。このことは公債購入を一種の貯蓄行動に読み替えれば，経

済社会全体の平均貯蓄量が平準化していくことになり，公債政策が所得を平準

化させてゆく効果をもつことを意味しているのである。このように，遺産行動

と公債政策が所得の分布に対して反対の効果を持っているので， 定常分散を

表した (29)式をみても明らかなように，両者の効果が絡み合ってデリケート

な変数となっているのである。

変動係数については，あまりにパラメーターが多いため稼得所得税率を上げ

る時，ある経済環境のもとでは，定常変動係数が増加することしか確認できな

かった。これは定常平均稼得所得の政策変更による動きがあまりに複雑なため

であり，この部分については今後分析の方法を模索してみたいと思う。

次に本稿の分析の今後の拡大方向について言及しておこう。本稿では親から

子供への遺産， It,をある財による遺産（たとえば家など）と仮定して分析を

進めたが，この親から子供への遺産に「人的資本」を含めた場合，どのような

結果が得られるかということは興味ある課題である。 Becker& Tomes 〔幻

はこの人的資本の問題に関してアプローチしている。

また本稿では各個人の稼得所得に関して(3)のような仮定をおき，恥の決

定に関して生産活動とはかかわりをもたない形で分析を進めたが，生産活動と

のかかわりによって稼得所得が決定されるようにモデルを組み替えた場合，ど

のような結果が得られるかということも今後の課題である。もちろん，その場

合には利子率の決定は資本市場に委ねられるが，本稿で扱ったモデルのように

公債を含めると資本市場の構造をどのように規定するかが，重要な問題となっ

てくる。
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